
































































































清朝が山海関を越えて北京に至ったのは 1644 年であるが、日本では 1603 年に徳川幕府
が開かれ、日本の統治システムの整備を堅牢にしつつあった。その後両政権はそれぞれの
















                                                  


















































































































































                                                  
6 本稿ではこの問題に立ち入らないが、［久保田 1985］を皮切りに様々な観点からの反論・
コメントがなされている。




























































なるが、乾隆十六年十二月四日（1752 年 1 月 21 日）の閩浙総督と
浙江巡撫の連名による奏摺5をみてみよう6。





























































































































上記 3 点について、A は督撫の選任が許されるポストとはどういった「例（前例・規定）」




















                                                  




























































康煕 13 1674 四川省の知府以下のポストは、総督の選抜とする。 王2007、p. 118
康煕 26 1687 直隸省の保定/永平/河間に捕盗同知4名を置き、通州/盧溝橋/黄村/沙河に分駐させ、督撫の選抜とする。
雍正『会典』巻13
王2007、p. 117
康煕 28 1689 湖北/広東/貴州/四川の中の黎平/茶陵/東川/平越等の府/州/県は苗族が多くいる地域に接しているので、督撫が選任。
『石渠余記』巻2、紀守令
張2009、p. 98
康煕 29 1690 管河の官員は河道総督が選任。（具体的な地名は不明）
『聖祖実録』巻144
張2009、p. 98















康煕 38 1699 広西省の苗族居住区のポストは、吏部の選任を停止し、督撫の推薦で選任する。 王2007、p. 118
康煕 39 1700 6 8 吏部 貴州省の都匀/銅仁/黎平/威寧の4府、独山/大定/平遠/黔西の4州、永従県の文官は巡撫が題本で貴州省内の人員を選任。
『聖祖実録』巻198
王2007、p. 119

















































雍正 11 1733 1 18 湖南巡撫趙弘恩 【史料3】
雍正 12 1734 1 17 湖南巡撫鍾保 【史料5】
雍正 12 1734 9 2 四川総督黄廷桂、巡撫鄂昌 註36。地方官選任規定改定のその他の事例。
雍正 12 1734 11 6 福建巡撫　趙国麟 【史料4】









乾隆 4 1739 【史料7】。上諭で地方へ行く、督撫の題本で道台や知府になった官僚・試用人員はどんなポストであっても督撫の題補を許す。 光緒『事例』巻60、補用試用人員題缺
乾隆 1 3 17 48 1 2 26 大学士 /九卿




乾隆 16 1752 12 4 閩浙総督　喀爾吉善 【史料1】



























の吏部の覆奏では、原則では 4 字を「最要缺」、3 字を「要缺」、2 字を「中缺」、1 字を「簡
缺」と定めた。この吏部の覆奏では 0 字のポストの扱いは分からないが、乾隆年間には 0
字のポストの多くは「簡缺」に分類されている15。またこの規定に合致しない（4 字のポ
                                                  
14 真水氏は衝・繁・疲・難の清代中国全土における地域偏差を考察している［真水 1999a、
1999b、2000］。ただ衝・繁・疲・難と関わる地方官選任に関しての言及は無い。
15［劉 1993、pp. 187-188］によれば、乾隆二十九年の「大清職官遷除全書」では、0 字の
知府の全 17 ポストについて、「最要缺」6 つ、「要缺」6 つ、「簡缺」5 つに分類されてい
る。また 0 字の知州・知県・同知・通判の全 416 ポストについて、「最要缺」4 つ、「要缺」









































                                                                                                                                                    
が収録されている。












らに上記 4 文字のうち 1 文字以上に該当する地域の全ポストは、督撫の選任によることを
提議した。雍正帝は吏部にこれを審議するよう命じ、その回答の覆奏が雍正九年（1731）
になされた。そこでは、旧例通り沿海・沿河・苗疆を管轄する地域のポストは督撫の選任
とするほかは、金鉷の衝・繁・疲・難の方式を踏襲しつつ、4 字に該当する最要缺と 3 文
字に該当する要缺のうち、道台と知府は「請旨缺（請旨補授）」とし、知州・同知・通判・








道台・知府 ―――― 請旨補授 吏部の選任
知州・同知・通判・知県 督撫の選任 督撫の選任 吏部の選任
２、地方官ポストの 4 つの側面と督撫選任の条件















で 5 年の任期を、同級ポストへの異動の場合は 3 年の任期を勤め上げていることが必要で
あると定められた［近藤 1958、p. 49。伍 2011、pp. 253-254］18。もうひとつは参罰（弾
劾）案件の有無である。乾隆元年（1736）、選任される地方官に弾劾案件が 1 件でもあれ
ば督撫の選任は不可と規定された。ただし弾劾案件が 1 件も無い官僚を探すのは至難であ
ったため、乾隆中期に 10 件以内であれば督撫の選任が可能であると緩和された［劉 1996、

































































で管河同知を兼務するようになり、その年の三月二十七日（4 月 30 日）に着任してお
り、〔任期は〕2 年 7 ヶ月で、もうすぐ 3 年になります。李玉堂は康煕四十二年（1703）
に、前任の〔直隷〕巡撫の李光地の「保題（題本による推薦）」によって、保定府蒲城




北口管駅站同知〕に昇進し、その年の七月八日（8 月 3 日）に赴任しております。在
任期間は長く、賦役〔の徴収〕や物資の手配に熟達しており、才能と品性はともに優
れております。











































                                                  



































次に雍正十二年十一月六日（1734 年 11 月 30 日）の福建総督代理と福建巡撫による奏
摺から、福建省内における知県の選任の事例を見てみよう27。


































































































ある。まず 12 ヶ月で約 100 件の督撫による選任が行われており、約半数が昇進人事であ
ったことが分かる。規定を越えた選任（破例）の部分を見ると、規定の〈１〉（部選）に
抵触するものが 26 件、〈２〉（任期）に抵触するものが 37 件、〈３〉（弾劾）に抵触するも
のが 31 件あり、督撫による規定を越えた選任が数多く行われていたことが知られよう。







そして陝西省が 0 件、福建省が 10 件と差があるが、全体を俯瞰して見ると、この 12 ヶ
月間に各省数件の選任を行っている。つまり地方官の選任は、督撫のパーソナリティや管
轄地域によらない普遍的な実態としてみることができる。











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































まずは、雍正十二年一月十七日（1734 年 2 月 20 日）の湖南巡撫の奏摺を見てみよう33。
                                                  
33 湖南巡撫鍾保「奏報瀘渓辰谿麻陽三県由部選改為題保之缺摺」雍正十二年一月十七日































になれば昇進させるというポスト、②以前に衝・繁・疲・難のうち 4 字か 3 字に該当
する〔地域の〕ポストであって〔督撫が〕題本で選任を行うと定めたポスト、③以前














































ます。……（中略）……雍正十二年正月十七日（1734 年 2 月 20 日）。
雍正末年における湖南省下の知県のポストについて、①苗族居住地域に該当するので督
撫が題本で選任するポスト、②衝・繁・疲・難のうち 4 字か 3 字に該当する地域で、督撫







0～1 字の簡缺に、後者の瀏陽県は繁・難 2 字の要缺、平江県は繁・疲・難 3 字の要缺、桃
源県は衝・繁・難 3 字の要缺と定められており、この要請が裁可された可能性が高い35。
このような選任方法の変更要請は他にも見られる。同じく雍正十二年（1734）の九月初
二日（9 月 28 日）の四川の督撫の奏摺に以下のようにある。四川省の州県ポストについて、
かつて土地の丈量を行い徴収すべき税糧が大幅に増えたため、布政使が 35 の州県を督撫
の選任によるポストにしたいと上奏したが、中央は再度督撫にその是非を調査させる。督
撫は、35 州県のうち 31 州県はそのまま吏部の選任とし、4 県のみ督撫の選任にする必要
                                                  
35 「縉紳全書」（乾隆十三年春）『清代縉紳録集成』1、pp. 196-201。




















                                                  
36 四川総督黄廷桂、巡撫鄂昌「奏陳調整川省部選及題補州県員缺事摺」雍正十二年九月初
二日（1734 年 9 月 28 日）『宮中档雍正朝奏摺』第二十三輯、pp. 462-464。











































































































いる。ただ、1 点目は吏部の選任に関連して述べるにとどまり、2 点目 3 点目に関しては
事例を紹介するのみで、深い検討はなされていない。衝・繁・疲・難という管轄地域の政














                                                  
43 『清国行政法』1 巻上、pp. 213-214。






























































































上位の立場であったとする。［Ch’u 1962、pp. 107-111、Ⅵ. Private Secretaries、3. Status 

































                                                  
12 本章では局所の機能には触れず、幕僚との関係と清末地方政治における位置付けを考察
する。局所研究の現状とその機能については、第三章で詳述する。
13 黎氏には他にも張之洞の幕僚・幕府関係の研究がある［黎 2003］、［黎・王 2007］。
14 ［尚 2006］は、清代を通して広汎にデータを収集しているが、幕友と幕僚の差異には注
意を払っていない。それに対して黎氏の一連の研究は、張之洞の幕府にいた人物のデータを






































































































































22 Yung Wing, My life in China and America (Reprint ed.), New York, Henry Holt and 































































日清戦争（開戦は 1894 年 8 月 1 日）以前、鄭孝胥は帰国後の身の振り方を考えるように
なる。光緒十九年（1893）九月から十月にかけて、まだ日本駐在中であるにも関わらず知
                                                  
26 光緒三十三年（1907）に安徽按察使、広東布政使に任命されるも、これを固辞している。
［葉等 1938、pp. 25-26］。
















等として南京に滞在していた鄭孝胥だが、この年の十月十一日（1894 年 11 月 8 日）に張
之洞が署理両江総督（両江総督代理）として南京に着任した36ことにより状況は一変する。




                                                  
29 『日記』一、pp. 379-380、光緒十九年九月廿三日（1893 年 11 月 1 日）、『日記』一、p. 








32 『日記』一、p. 400、光緒二十年二月十五日（1894 年 3 月 21 日）、『日記』一、p. 403、
光緒二十年二月廿九日（1894 年 4 月 4 日）。































日（1894 年 11 月 19 日）
                                                  
















40 織田萬『清国行政法汎論』（台北、華世出版社、1979、初版 1909）第三編 行政組織、第





































































                                                  












































































































































































































①身分 ②任命 ③職場 ④職務 ⑤関係 ⑥給与 ⑦異動




































                                                  
55 『日記』一、p. 545、光緒二十二年正月初九日（1896 年 2 月 21 日）
56 光緒二十一年十一月十八日（1896年 1月 2日）湖広総督への復帰を命じる上諭が出され、
年を跨いだ正月二十日（3 月 3 日）に武漢へ戻っている［呉 2009、pp. 461-474］。
57 『日記』二、p. 635、光緒二十三年十二月初九日（1898 年 1 月 1 日）
58「薦挙人才摺（并清単）」光緒二十三年七月二十九日（1897 年 8 月 26 日）『張之洞全集』
第三冊、奏議、pp. 435-436、「保薦使人摺（并清単）」光緒二十四年六月初一日（1898 年 7
月 19 日）『張之洞全集』第三冊、奏議、p. 499。
59 光緒二十四年六月十五日（1898 年 8 月 2 日）、張之洞が「鄭孝胥を北京で召見する」と
の上諭を受け取り、その旨を知らせる電報が鄭孝胥に送られる。それを承けて鄭孝胥は四日
後の十九日に武漢へ出発する。そして張之洞と共に上京し、同年七月二十日（9 月 5 日）に
召見される（『日記』二、pp. 668-677）。
60 『日記』二、p. 678、光緒二十四年七月廿四日（1898 年 9 月 9 日）。
61 光緒二十四年九月初八日（1898 年 10 月 22 日）に暇乞いをし（『日記』二、p. 691）、同
年九月廿二日（11 月 5 日）に上海へ戻っている（『日記』二、p. 693）。
62 盛宣懐に伴われて湖北へ行くと約束するのが光緒二十四年九月廿六日（1898 年 11 月 9
日）、湖北に到着するのが同年十月初五日（11 月 18 日）、その翌日に張之洞と面会、同月十
六日（29 日）に盛宣懐から張之洞との話し合いの上「蘆漢鉄路総辦」の職務を与えること
になったと伝えられる。鄭孝胥はその任に堪えないと固辞し続けるも、十二月十四日（1899




























                                                  
63 『日記』二、p. 765、光緒二十六年七月廿日（1900 年 8 月 14 日）。





































                                                  
68 『日記』二、p. 864、光緒二十九年一月廿一日（1903 年 2 月 18 日）。
電報局送来十九日上諭「岑春煊奏「川省商務・礦務請派大員督辦」一摺。四川商・礦各
務、関係重要、仍責成岑春煊督辦。江蘇候補道鄭孝胥、著発往四川、随同辦理。」欽此。
69 『日記』二、p. 865、光緒二十九年一月廿六日（1903 年 2 月 23 日）。
訳視、乃南皮長電、言奏留不准、奉上諭「仍遵前旨、発往四川、随同辦理。」欽此。南
皮甚懟、謂滬局無振興之望矣。……岑尭階夜来談、勧余赴蜀。
70 光緒二十八年十二月十二日（1903 年 1 月 10 日）に江南製造局への異動を命じる「札」
が下り（『日記』二、p. 857）、同年十二月廿八日（1 月 26 日）に上海へ移動している（『日
記』二、p. 860）。このとき張之洞は両江総督を兼務しており、鄭孝胥はやはり張之洞の統
属下で幕僚として職務を得ていたと考えてよいだろう。
71 『日記』二、p. 868、光緒二十九年二月二十日（1903 年 3 月 18 日）。
























74 『日記』二、p. 878、光緒二十九年五月初三日（1903 年 5 月 29 日）
75 『日記』二、pp. 878-879、光緒二十九年五月初八日（1903 年 6 月 3 日）






同年三月末に両広総督への転任を命じられ、四月末頃に武漢へ到着、五月十一日（6 月 6 日）
に武漢を出発し上海での数日の滞在を経て、同月十九日昼に香港、夜に広州の虎門に到着し
ている。そして二十四日に両広総督の官印を引き継いでいる（『日記』二、pp. 872-881）。







































繆 1971、pp. 78-80］、［肖 2007、pp. 181-186］。
79 「調蔡錫勇等赴鄂差委片」光緒十五年十月二十二日（1889 年 11 月 14 日）『張之洞全集』
第二冊、奏議、pp. 306-307。




























                                                  
81 「王秉恩伝」曾鑑修、林思進等纂、民国『華陽県志』巻十五、人物九、十二葉表－十三
葉裏（民国二十三年刊本影印本、新修方志叢刊、四川方志之一、台北、台湾学生書局、1967、











































































































































































































5 王秉恩は道光二十五年（1845）生。辛亥革命時に数え年 67 歳である。
6 張鳴岐が両広総督であったのは、宣統二年（1910）九月から辛亥革命勃発までである。
7 清末官制改革によって設けられた地方法制官。按察司にほぼ同等（『清国行政法』1 下、
pp. 73-74）。王秉恩は宣統三年（1911）に広東提法使となっている［劉 1988、p. 536］。
補論 清末一幕僚の政治・生活空間 ――王秉恩「王雪澂日記」の分析から――















                                                  




















10 「札司道講求洋務」光緒十二年六月二十日（1886 年 7 月 21 日）『張之洞全集』第五冊、
pp. 112-113。内容については第二章、註 50 に挙げたので割愛する。
補論 清末一幕僚の政治・生活空間 ――王秉恩「王雪澂日記」の分析から――





































壬午（8 月 29 日）……また上諭があった。以前に受け取った張之洞の上奏文に、游智
開が弾劾上奏を行い免職となった〔広東候補〕知府の王秉恩等について、全く卑劣な
補論 清末一幕僚の政治・生活空間 ――王秉恩「王雪澂日記」の分析から――
                                            
64
本補論では上記の日記史料の特徴を利用し、幕僚の詳細な行動様式の考察を試みるが、




























13 考察対象期間は 5 年であるが、この期間の『王雪澂日記』の記載は断続的であり、総計
すると 221 日である。
14 張之洞は光緒十年四月から光緒十五年七月（1884 年 4 月から 1889 年 7 月）の間、両広
総督（光緒十二年四月から五月（1886 年 5 月から 6 月）、光緒十四年七月から十五年正月
（1888 年 8 月から 1889 年 2 月）の期間は広東巡撫を兼任）に任じられている。
補論 清末一幕僚の政治・生活空間 ――王秉恩「王雪澂日記」の分析から――




























一年十月十五日（1885 年 11 月 21 日）に父の任地であった貴州省東部の施秉を出発し、河






































































月 日※ 日記の記事 備   考
a 二月二十五日 得営務処札、両院会派 督撫が営務処へ派遣する札
b 三月十七日 接善後局専辦札 善後局で働く
c 六月初八日 謁経理広雅書局箞校事宜札 広雅書局設立の際の経理となる
d 六月二十一日 謁洋務処辦事札 洋務処への札を受け取る
e 七月初十日 奉主辦善後局札 善後局の主辦となる
※年は全て光緒十二年（1886）
それぞれの札について詳しく検討しよう。日記中から確認できる最初の札は、到着の約
一ヶ月半後の光緒十二年二月二十五日（1886 年 3 月 30 日）の札 a である。これは、張之
補論 清末一幕僚の政治・生活空間 ――王秉恩「王雪澂日記」の分析から――






次の札 b は、三月十七日（4 月 20 日）に下されたものである。札を下した主体は記され
ていないが、王秉恩は札 b の 2 日前に張之洞から善後局文案となることを伝えられている18。
また後日、張之洞等に札の礼を伝える19。よってこの札は張之洞等から下されたと考えられ
る。
札 c は、六月初八日（7 月 9 日）に下されたものである。これも札を下した主体は記され
ないが、翌日張之洞に札の礼を伝えている20。よってこの札は張之洞から下され、広雅書局
の箞校（校正）に任命されたと考えられる。
札 d は、六月二十一日（7 月 22 日）に洋務局で職務を得ることを命じた札であるが、こ
                                                  
17 前掲の『王雪澂日記』光緒十一年十月初二日（1885 年 11 月 8 日）の記述から、王秉恩
の広東への「奏調」は、広東巡撫倪文蔚との共同で行われたことが分かる。そのため、最
初の札 a も督撫の連名であったのだろう。







































札 a が下されてからは、当然任命された部署へ行くことになる。広州着から札 e 以降に
                                                  
21 「札司道講求洋務」光緒十二年六月二十日（1886 年 7 月 21 日）『張之洞全集』第五冊、
pp. 112-113。内容については第二章、註 50 に挙げたので割愛する。『張之洞全集』では二
十日、日記では二十一日であるが、洋務局の辦事委員となるという内容から同様のものと
考えられ、札の発布が二十日、王秉恩の閲覧が二十一日ということであろう。
22 局所において主辦という役職が置かれたことはなく、註 26 と合わせて考えると、その局
所に常駐して職務を担う「坐辦」を意味しているのであろう。




24 例えば『王雪澂日記』光緒十二年正月十七日（1886 年 2 月 20 日）に「早謁制憲晤。」（【日
本語訳】早朝に制憲に拝謁して話をした。）とある。制憲とは両広総督張之洞を指している。
他にも十六日に布政使に、十七日に肇慶府知府に面会している。






















名は、【地図 2】の点線であらわした楕円（南北の長軸 2km 弱、東西の短軸約 500m）の内





広くても南北 2km 弱、政務が多忙になった後には、半径 500m 圏内であると考えられるの
である。
                                                  
















































































































































































































































































































































































































































































































                                                                           73
元号 西暦 年齢 日記の題名 始 終 縮 番 王秉恩に関する事柄 当時の身分 史料来源 張之洞の動き
道光25 1845 1 四川省華陽県に生まれる






















同治11 1871 27 墖山日記 1 9 1 4
同治12 1872 28












光緒1 1875 31 乙亥日記 1 12 1 7
光緒2 1876 32 （表紙無し） 1 12 1 8










光緒4 1878 34 戊寅日記 1 12 1 11












































光緒9 1883 39 （表紙無し） 9 11 2 4
光緒10 1884 40 強学宦日記 1 2、6 2 4 両広総督
光緒11 1885 41 粤游日記 10 12 2 6(1)
光緒12 1886 42 （表紙無し） 1 7,9 2 6(2) 辦理洋務処辦事委員 奏調貴州候補知県 『全集』5、「札司道講求洋務」光緒十二年六月二十日
















光緒15 1889 45 候補知府 『幕府』 湖広総督
光緒16 1890 46 「第一次弾劾事件」 『清実録』巻280, 283, 287
光緒17 1891 47






















張之洞の招きで南京に異動 広東候補道 『全集』4、「致總署」十月二十四日、亥刻発 両江総督兼務（約2年）




















光緒23 1897 53 紡紗局を督辦 奏調湖北差委広東補用道 『全集』6、「札委王秉恩督辦紡紗局務」二月初三日
光緒24 1898 54 商務局を開辦 派委湖北差委候補道 『全集』6、「札委王秉恩在漢口相地開辦商務局」七月二十二日
光緒25 1899 55 銀元局の坐辦の総辦 奏調差委広東候補道 『全集』6、「札委王秉恩総辦銀元局」十一月二十一日
光緒26 1900 56 上海で器機購入 『幕府』










光緒28 1902 58 息■日記 1 8 2 11 両江総督兼務（約1年）
光緒29 1903 59 息■日記 1 4 2 11
光緒30 1904 60 広東署粮道 『幕府』
光緒31 1905 61 補管齋日記 1 12 2 12
光緒32 1906 62
























宣統2 1910 66 憇桐書屋日記 2 12 3 4
宣統3 1911 67 梔珥之日記 1 8 3 5 辛亥革命以降は上海で隠居 民国『華陽県志』巻十五、「王秉恩伝」











































































                                                  




















この両者が存在したことは共通の理解になっている［新村 1983］、［山田 1991］、［原 1999］、



























4 このような研究は［黒田 1994］、［山本 2002a］、［岩井 2004］のほか、主に中国や台湾で





















名称 所在地 開設時期 開設者 内  容














清源局 布政司署 光緒八（1882） 巡撫張之洞 交代・軍装・工程・桑緜・善後局の事務を引き継ぐ
発審局 太原府署 教案局もあり、交渉事件を扱う
濬文書局 橋頭街 光緒五（1879） 巡撫曾国荃
司道が書籍の刊刻を担う。通志局と共に捐款を使
用








































































































                                                  
9 『清国行政法』第三巻、第一編 内務行政、第八章 交通、第二節 船舶、第三項 官船の修
造、第一 戦船の修造、（二）工事の経費、pp. 302-303。ただ同項で攤捐銀の用途を戦船修
造のためとしているのは、やや的外れと言わざるを得ない。

































































17 事故人員無力回籍公捐路費 布政司 裕福な人員には支
給せず












































14 註 12 と同じく、ここでも攤捐の語は見えないが、便宜上攤捐の語を使用する。
15 これに対して、暫捐（臨時の攤捐）はここでは計算に入れないとある［葉六三］。
項　　目 銀額 備考 財源
1 部科飯食脚費 338 養廉
2 微員路費 396 全額撤廃 養廉
3 公幇筆帖式養廉 820 養廉
4 京塘報資 1,500 養廉
5 塘兵工食 2,305 養廉
6 塘馬草料 6,047 閏月は496両増加 養廉
7 院書続増飯食 200 養廉





10 科場経費 1,200 200両削減 養廉
11 省垣飯廠 1,578 養廉
12 錫斤戸部飯食 795 養廉
13 呈文紙張飯食 24 養廉
14 満兵米折 1,760 養廉
15 憲台衙門書吏加増飯 200 繁費
16 写本掲人役加増工食銀 200 閏月は90両増加 繁費
17 部科飯食脚費 360 繁費
18 院司繕書 720 繁費
19 刊刻條例工価 433 繁費
20 駅伝紙紅 160 繁費
21 清档房雑費 200 繁費
22 摺差盤費 1,000 繁費








































11 宝晋局の鉛の採掘4回の不敷例価等銀 2,000 銅の生息銀両から捻出
12 黄斤の不敷例価・脚価、並盤費等 1,000 各州県
13 解部科飯食銀両、所需脚費 698 州県繁費養廉
14 晋省由京至省沿塘逓送文報 2,305 各州県繁費養廉
15 文報塘馬……応需草科房租等 6,550 閏月には496両追加。撤廃
16 晋省駐京提塘毎年公費 1,500 府州県養廉
17 晋省駐京提塘 240 院司道府州県養廉
18 晋省駐省提塘毎年応需木箱布包等項 80 院司道府州県養廉。撤廃
19 巡撫衙門辨理清文案件……档房歳需雑費 200 各州県繁費。撤廃
20 巡撫衙門書吏飯食 772 各州県繁費養廉
21 巡撫衙門写本掲帖人役工食 594 各州県繁費養廉
22 毎年刊刻條例騰黄、応需工価 433 各州県繁費
23 巡撫并両司及冀寧道衙門繕書工食銀 1,000 各州県繁費
24 臬司并冀寧道駅伝科書辦紙張 160 有駅州県繁費
25 賛礼生員膏火并佾礼生丁祀飯食等項 220 各州県養廉




























まず前年の 17,000 両の削減は難しく、【表 2-4】中 1～8 の項目の 12,639 両の削減を計画





1 晋省宝晋局、応需鉛斤委員採買、毎年攤給幇費 2,000 銅本生息銀で補填
2 晋省毎年採辦高錫一萬五千斤攤捐不敷路脚 5,847 本来は6,642両
3 晋省旧設塘馬七十二匹、毎年攤捐草料房租等項 2,318 本来は6,054両
4 晋省旧設塘兵八十八名 706 本来は2,305両
5 晋省駐京提塘毎年公費 0 本来は1500両。余分が出たら削減
6 陽曲県為省城首邑差務殷繁 1,472
7 平定州係晋省人境首站 296
8 裁騰塘馬毎年、応需草料房租 3,735 閏月は303両追加。生息項下から補填
9 毎年起解錫斤価脚銀両、仍応隨解戸部飯食 795 生息項下から補填
10 津貼巡撫衙門筆帖式、及城守尉養廉、並清档房公費等 1,020 生息項下から補填
11 津貼院書飯食繕写本掲人役工食、並院司道繕書工食等 2,366 生息項下から補填
12 毎年起解撫科飯食銀両、応発委員脚費等 698 生息項下から補填
13 毎年刊刻條例騰黄、応需工価等 433 生息項下から補填









で貸し出せば、年に 24,000 両の利息（閏月がある場合は 26,000 両）を得ることができる。










ているのは 34,785 両であり、余分の 4,301 両を減免する。また道光二十九年（1849）から
始まった「清査薪水」の毎年 600 両と、咸豊六年（1856）から始まった「報銷局薪水」の








県丞・主簿・巡検・典吏・駅丞といった全 115 の各ポストが上納していた毎年 24 両の攤捐

















貸出）し、1 年で 12,000 両の利息を
得て、【表 2-5】中の 7～17 の攤捐を
補填するよう計画。また【表 2-6】の
攤捐についても、布政司銀庫から













                                                  
21 王定安『曾忠襄公年譜』巻三、葉十八（光緒二十九年（1903）刻本、北京図書館蔵珍本











1 平好鉄 34,785 別に処理
2 科場経費 7,541 別に処理
3 津貼差費 10,150 別に処理
4 交代繁費 2,600 別に処理
5 三監繁費 2,920 別に処理
6 平魯県缺額丁徭 468 撤廃
7 内閣飯食 200 息銀で補填
8 加幇太原城守尉等員薪膳 1,113 息銀で補填
9 満兵貼給米折 1,654 息銀で補填
10 京塘公費 1,636 息銀で補填
11 省塘公費 75 息銀で補填
12 塘兵不敷工食 1,503 息銀で補填
13 満城義学膏火 395 息銀で補填
14 晋陽書院膏火 2,131 息銀で補填
15 発審飯食 1,128 息銀で補填
16 省垣飯廠 1,458 息銀で補填
17 駅伝紙紅 150 息銀で補填
合計 69,907
【表2-5】光緒六年（1880）四月
項目 生息銀両 司庫からの元金 備考
1 解絹解紙幇費 573 4,700 太原府属の佐雑
2 解農桑絲絹幇費 83 711 汾州府属の佐雑
3 解絹解紬幇費 294 2,400 潞安府属の佐雑
4 解紬解絹解紙及解農桑黄絲幇費 264 2,200 澤州府属の佐雑





  布政使・按察使・冀寧道の請願によれば、布政司銀庫にある攤捐銀の余剰 14,000 両を




























                                                  
23 以下、典当業に関しては［安部 1950］を参照。
24 ［安部 1950、pp. 372-373］所掲「典舗戸数統計表」参照。
25 岩井氏は、『清実録』の記事を挙げ、道光初年の江蘇省では「発商生息」によって攤捐の
一部を代替したが「こうした基金方式による地方経費の支辦は、有効な解決手段にはなら」





光緒七年十一月十四日（1882 年 1 月 3 日）、張之洞に山西巡撫へ任命する上諭が下され
る。張之洞は光緒七年十二月二十六日（1882 年 2 月 14 日）に山西へ到着したため、実質
的には光緒八年（1882）から政務に勤しんだこととなる。張之洞は、光緒八年六月十二日











                                                                                                                                                    
補填策は、その地域の典当業や他の商業の発展程度によって、地域差があったのであろう。







































                                                  
28 山西省南東部潞安府で産する織目の細かい絹織物。潞安府下の長治・高平の 2 県が製造
を担当［光緒『山西通志』巻八十、公署略下、葉三十五-三十六］。
29 『清国行政法』第 3 冊、p. 213 では、「凡そ物料の価格は会計の便宜上、之を予定せるも
のあり。所謂例価は即ち是れなり」とある。
30 太原府通判が織造を管理し、平陽・潞安・安澤の 3 府が製造を担当［光緒『山西通志』
巻八十、公署略下、葉三十五］。
31 太原・平陽・潞安・澤州の 4 府が製造を担当［光緒『山西通志』巻八十、公署略下、葉
三十五］。
32 潞安・澤州の 2 府が製造を担当［光緒『山西通志』巻八十、公署略下、葉三十五］。
33 太原・汾州・平陽・蒲州の 4 府が製造を担当［光緒『山西通志』巻八十、公署略下、葉
三十五］。







張之洞による改革をまとめたのが【表 3】張之洞による攤捐改革案である36。このうち 1 交
代繁費、4 科場経費、11 省城三監繁費、12 平好鉄は光緒六年（1880）から変わらずあるも
のであり、その合計は 52,484 両にのぼる。しかし光緒六年（1880）の【表 2-5】の項目の
















                                                  
36 【表 3】参照。の項目は執筆者が整理しており、上奏中の順序とは異なる。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  























































まず平好鉄の攤捐 39,000 両のうち、16,000 両を削減し、5 年間の限定措置として 11,300
両を釐金から支出し、残りの約 12,000 両は山西巡撫の張之洞が資金を調達する案を上奏し
裁可される41。また、綢・絹・紙の 3 項目については銀両による代納を上奏する42も、別の











































42 「請折解綢絹紙張片」光緒八年六月十二日（1882 年 7 月 26 日）『張之洞全集』第一冊、
奏議、pp. 90-91。






















【表 3】の③改革案によれば、A の 2 項目（10,635 両）については撤廃、B の 9 項目（39,191








1 銅本生息 1 応以生息公用





5 崇修書院膏火生息 4 京餉幇費・部礦解費新息
6 五台公用生息 5 三営運米脚価・緑営加増公費
7 台山歳修生息 6 河東帰関津貼
8 台山弁兵盤費生息 7 鳳台・陵川・霍州塩本新息
9 満営公費生息 8 院改津貼
10 提発辦銅生息 9 存半供支
11 故員柩資生息 10 封存河東備款曁備款尾数
12 粥廠棉衣生息 11 寄儲営務処申平
13 発商生息制銭 12 寄儲鉄局各款
14 道庫各款生息 13 三営製造存銭





                                                  
































                                                  
46 【表 6】の攤解各款にある 5・6 平好鉄、7 解餉差費、8 交代繁費は、【表 3】で撤廃・削
減するとした銀両にあたると考えられる。つまり攤捐は単に徴収を禁止するだけでは撤廃
は難しく、補填策が必要だったのであろう。


















































































                                                  









52「核明生息銀両完欠動存数目摺（并清単）」光緒八年正月二十六日（1882 年 3 月 15 日）
『張之洞全集』第一冊、奏議、pp. 52-53。




息 24,000 両は全て山西省に送られていた。200,000 両の元本を、毎年の生息の半分にあた































































                                                  
56 『山西全省財政説明書』第一編 総論、第三章 近三十年来各撫院奏報財政之情形、第一



























                                                  
58 広雅書院は張之洞が広州に設立した書院で、伝統的な科挙教育だけでなく、様々な学問
を学ぶことができたという［蘇 1984］、［黄 1988］、［葉 1990］、［張 2004］。














































                                                  
61 「山西全省財政説明書」第二編 各論上 国家財政、第一章 藩庫、第四節 藩署辦公処之
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